
議案第２１号 

令和２年度篠栗町国民健康保険特別会計予算 

令和２年度篠栗町の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 2,772,984 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第1表 歳入歳出予算」

による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入の最高額

は、500,000 千円と定める。 

令和２年３月２日提出 

篠栗町長  三 浦  正 
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1 535,185

1 国民健康保険税 535,185

2 1

1 手数料 1

3 1,767

1 国庫補助金 1,767

4 1,957,872

1 県補助金 1,957,872

5 271,849

1 他会計繰入金 271,849

7 6,310

1 延滞金加算金及び過料 3,103

2 預金利子 1

3 受託事業収入 1

4 雑入 3,205

2,772,984歳　　入　　合　　計

国民健康保険税

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

繰入金

諸収入

金　　　　　額

 千円

款

第１表　　歳入歳出予算

歳　　入

項
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1 44,368

1 総務管理費 43,324

2 徴収費 705

3 運営協議会費 339

2 1,925,581

1 療養諸費 1,645,434

2 高額療養費 261,738

3 移送費 100

4 出産育児諸費 16,809

5 葬祭諸費 1,500

3 764,521

1 医療給付費分 553,407

2 後期高齢者支援金等分 156,911

3 介護納付金分 54,203

4 1

1 共同事業拠出金 1

6 26,909

1 保健事業費 1,368

2 特定健康診査等事業費 25,541

7 1

1 公債費 1

8 1,602

1 償還金及び還付加算金 1,602

9 1

1 前年度繰上充用金 1

10 10,000

前年度繰上充用金

予備費

保険給付費

国民健康保険事業費納付金

共同事業拠出金

保健事業費

公債費

諸支出金

款

歳　　出

項 金　　　　　額

 千円

総務費
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1 予備費 10,000

2,772,984

 千円

款

歳　　出　　合　　計

項 金　　　　　額
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１　総　　括

（歳　　入）

1 国民健康保険税 535,185 508,306 26,879

2 使用料及び手数料 1 1 0

3 国庫支出金 1,767 0 1,767

4 県支出金 1,957,872 2,174,746 △216,874

5 繰入金 271,849 259,885 11,964

7 諸収入 6,310 6,310 0

繰越金 0 1 △1

町債 0 1 △1

2,772,984 2,949,250 △176,266歳　　入　　合　　計

歳入歳出予算事項別明細書

款 本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較

 千円  千円  千円
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（歳　　出）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

1 総務費 44,368 42,700 1,668 1,767 42,601

2 保険給付費 1,925,581 2,128,547 △202,966 1,903,055 22,526

3 国民健康保険事業費納付金 764,521 739,502 25,019 48,287 716,234

4 共同事業拠出金 1 1 0 1

6 保健事業費 26,909 26,896 13 6,530 20,379

7 公債費 1 1 0 1

8 諸支出金 1,602 1,602 0 1,602

9 前年度繰上充用金 1 1 0 1

10 予備費 10,000 10,000 0 10,000

2,772,984 2,949,250 △176,266 1,959,639 0 0 813,345歳　　出　　合　　計

特　　　　　　　　定　　　　　　　　財　　　　　　　　源
一　般　財　源

 千円  千円  千円  千円

款 比　　　　較

 千円

本年度予算額

 千円

前年度予算額

 千円

本　　年　　度　　予　　算　　額　　の　　財　　源　　内　　訳
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滞納繰越分

医療給付費分 804 医療給付費分滞納繰越分 80

現年課税分

介護納付金分 13 介護納付金分現年課税分 1

税分

援金分現年課

後期高齢者支 12 後期高齢者支援金分現年課税分 1

現年課税分

医療給付費分 11 医療給付費分現年課税分 12 125 501 △376退職被保険者等国民健康保険税

滞納繰越分

介護納付金分 2,0826 介護納付金分滞納繰越分 2,082

越分

援金分滞納繰

後期高齢者支 4,5225 後期高齢者支援金分滞納繰越分 4,522

滞納繰越分

医療給付費分 16,5114 医療給付費分滞納繰越分 16,511

現年課税分

介護納付金分 35,5113 介護納付金分現年課税分 35,511

税分

援金分現年課

後期高齢者支 122,2302 後期高齢者支援金分現年課税分 122,230

現年課税分

医療給付費分 354,2041 医療給付費分現年課税分 354,2041 535,060 507,805 27,255一般被保険者国民健康保険税

本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較

 千円  千円

535,185千円

535,185千円

 千円

　１款　国民健康保険税

　１項　国民健康保険税

２　　歳    入

 千円  千円

節

区　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明目
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1,957,872 2,174,746 △216,874計

特別交付金 54,8172 特別交付金 54,817

普通交付金 1,903,0551 普通交付金 1,903,0551 1,957,872 2,174,746 △216,874保険給付費等交付金

　１項　県補助金 1,957,872千円

　４款　県支出金 1,957,872千円

1,767 0 1,767計

助金

テム整備費補

番号制度シス

社会保障・税 1,7671 社会保障・税番号制度システム整備費補助金 1,7671 1,767 0 1,767国庫補助金

　１項　国庫補助金 1,767千円

　３款　国庫支出金 1,767千円

1 1 0計

督促手数料 11 国民健康保険税督促手数料 11 1 1 0督促手数料

　１項　手数料 1千円

　２款　使用料及び手数料 1千円

535,185 508,306 26,879計

滞納繰越分

介護納付金分 236 介護納付金分滞納繰越分 23

越分

援金分滞納繰

後期高齢者支 195 後期高齢者支援金分滞納繰越分 19

本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較

 千円  千円

535,185千円

535,185千円

 千円

　１款　国民健康保険税

　１項　国民健康保険税

 千円  千円

節

区　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明目
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等延滞金

退職被保険者 1002 退職被保険者等延滞金 100

延滞金

一般被保険者 3,0001 一般被保険者延滞金 3,0001 3,100 3,100 0延滞金

　１項　延滞金加算金及び過料 3,103千円

　７款　諸収入 6,310千円

271,849 259,885 11,964計

金

一般会計繰入 16 一般会計繰入金 1

援事業繰入金

財政安定化支 43,7625 財政安定化支援事業繰入金 43,762

金等繰入金

出産育児一時 11,2004 出産育児一時金等繰入金 11,200

繰入金

職員給与費等 44,3683 職員給与費等繰入金 44,368

援分）

金（保険者支

基盤安定繰入

国民健康保険 58,0542 国民健康保険基盤安定繰入金（保険者支援分） 58,054

減分）

金（保険税軽

基盤安定繰入

国民健康保険 114,4641 国民健康保険基盤安定繰入金（保険税軽減分） 114,4641 271,849 259,885 11,964一般会計繰入金

本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較

 千円  千円

271,849千円

271,849千円

 千円

　５款　繰入金

　１項　他会計繰入金

 千円  千円

節

区　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明目
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第三者納付金

一般被保険者 3,0001 一般被保険者第三者納付金 3,0002 3,000 3,000 0一般被保険者第三者納付金

滞納処分費 11 滞納処分費 11 1 1 0滞納処分費

　４項　雑入 3,205千円

　７款　諸収入 6,310千円

1 1 0計

等受託料

特定健康診査 11 特定健康診査等受託料 11 1 1 0特定健康診査等受託料

　３項　受託事業収入 1千円

　７款　諸収入 6,310千円

1 1 0計

預金利子 11 預金利子 11 1 1 0預金利子

　２項　預金利子 1千円

　７款　諸収入 6,310千円

3,103 3,103 0計

過料 11 過料 13 1 1 0過料

等加算金

退職被保険者 12 退職被保険者等加算金 1

加算金

一般被保険者 11 一般被保険者加算金 12 2 2 0加算金

本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較

 千円  千円

6,310千円

3,103千円

 千円

　７款　諸収入

　１項　延滞金加算金及び過料

 千円  千円

節

区　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明目
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計 0 1 △1

（廃目）0 1 △1財政安定化基金貸付金

　　款　町債 0千円

　　項　財政安定化基金貸付金 0千円

計 0 1 △1

（廃目）0 1 △1繰越金

　　項　繰越金 0千円

　　款　繰越金 0千円

3,205 3,205 0計

填収入

歳入欠かん補 12 歳入欠かん補填収入 1

雑入 11 雑入 16 2 2 0雑入

等返納金

退職被保険者 11 退職被保険者等返納金 15 1 1 0退職被保険者等返納金

返納金

一般被保険者 2001 一般被保険者返納金 2004 200 200 0一般被保険者返納金

金

等第三者納付

退職被保険者 11 退職被保険者等第三者納付金 13 1 1 0退職被保険者等第三者納付金

本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較

 千円  千円

6,310千円

3,205千円

 千円

　７款　諸収入

　４項　雑入

 千円  千円

節

区　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明目
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　　　　　　国保ライン保守点検委託料 200

　　　　　　第三者求償事務委託料 399

　　　　　　給付事務委託料 1,268

　　　　13 委託料 6,275

　　　　　　通信運搬費 4,667

　　　　12 役務費 4,667

　　　　　　印刷製本費 929

　　　　　　消耗品費 162

　　　　11 需用費 1,091

　　　　　　普通旅費 14

　　　　09 旅費 14

　　○保健・医療対策の推進 12,175

　　　　　　職員公務災害補償負担金 26

　　　　　　職員共済組合負担金 4,845

び交付金 　　　　04 共済費 4,871

19 10負担金補助及 　　　　　　退職手当組合負担金 2,434

　　　　　　勤勉手当 2,408
借料

　　　　　　期末手当 3,368

　　　　　　管理職手当 455
14 118使用料及び賃

13 6,275委託料 　　　　　　時間外勤務手当 898

　　　　　　通勤手当 195

　　　　　　住居手当 276
12 4,667役務費

11 1,091需用費 　　　　　　地域手当 858

　　　　　　扶養手当 318

　　　　03 職員手当等 11,210
9 14旅費

4 4,871共済費 　　　　　　一般職給 13,521

　　　　02 給料 13,5211,767

　　○人件費 29,602
3 11,210職員手当等

国庫補助金

2 13,521給料 ・住民課 41,7771,72840,0491 一般管理費 41,777 40,0101,767

千円 千円  千円

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額

 千円 千円  千円 千円  千円

43,324千円

44,368千円

目 本年度予算額

 千円

前年度予算額

地方債

比　　　較
区　　分

３　　歳    出

節本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

　１款　総務費

　１項　総務管理費
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704705計 1 7050 00

　　　　　　手数料 622

　　　　12 役務費 622

　　　　　　印刷製本費 68

　　　　　　消耗品費 15

　　　　11 需用費 83

　　○保健・医療対策の推進 705
12 622役務費

11 83需用費 ・住民課 70517041 賦課徴収費 705 705

　２項　徴収費

　１款　総務費 44,368千円

705千円

0041,65843,324計 1,666 41,5571,767

　　　　　　粕屋支部負担金 73

　　　　19 負担金補助及び交付金 73

び交付金 　　○保健・医療対策の推進 73担金

19 73負担金補助及 ・住民課 73△1743 粕屋支部負 73 73

　　　　　　国民健康保険団体連合会負担金 1,474

1,474会負担金 　　　　19 負担金補助及び交付金

び交付金 　　○保健・医療対策の推進 1,474険団体連合

19 1,474負担金補助及 ・住民課 1,474△611,5352 国民健康保 1,474 1,474

　　　　　　国保連合会負担金 10

　　　　19 負担金補助及び交付金 10

　　　　　　保険者支援事業システム使用料 118

　　　　14 使用料及び賃借料 118

　　　　　　レセプト点検事務委託料 2,640

　　　　　　国民健康保険システム改修委託料 1,768

千円 千円  千円

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額

 千円 千円  千円 千円  千円

　１項　総務管理費 43,324千円

44,368千円

目 本年度予算額

 千円

前年度予算額

地方債

比　　　較
区　　分

節本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

　１款　総務費
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　　　　19 負担金補助及び交付金 500

び交付金 　　○保健・医療対策の推進 500者等療養費

19 500負担金補助及 ・住民課 5004 退職被保険 500 5000500

　　　　　　一般被保険者療養費 15,44615,446

　　　　19 負担金補助及び交付金 15,446等交付金

び交付金 　　○保健・医療対策の推進 15,446者療養費 保険給付費

19 15,446負担金補助及 ・住民課 15,446△1,62117,0673 一般被保険 15,446 15,446

　　　　　　退職被保険者等保険医療機関等保険者負担分 1,0001,000

1,000付費 等交付金 　　　　19 負担金補助及び交付金

び交付金 　　○保健・医療対策の推進 1,000者等療養給 保険給付費

19 1,000負担金補助及 ・住民課 1,000△2,0003,0002 退職被保険 1,000 1,000

　　　　　　一般被保険者保険医療機関等保険者負担分 1,624,2711,624,271

1,624,271費 等交付金 　　　　19 負担金補助及び交付金

1,624,271者療養給付 保険給付費 び交付金 　　○保健・医療対策の推進

1,624,27119 1,624,271負担金補助及 ・住民課

1,925,581千円

1,645,434千円

△189,0981,813,3691 一般被保険 1,624,271 1,624,271

　１項　療養諸費

　２款　保険給付費

338339計 1 3390 00

　　　　　　消耗品費 33

　　　　11 需用費 33

　　　　　　費用弁償 4

　　　　09 旅費 4

11 33需用費 　　　　　　運営協議会委員報酬 302

　　　　01 報酬 302
9 4旅費

費 　　○保健・医療対策の推進 339

・住民課 339339 1 302報酬13381 運営協議会 339

千円 千円  千円

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額

 千円 千円  千円 千円  千円

　３項　運営協議会費 339千円

44,368千円

目 本年度予算額

 千円

前年度予算額

地方債

比　　　較
区　　分

節本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

　１款　総務費
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　　　　　　一般被保険者高額介護合算療養費 200200

200合算療養費 等交付金 　　　　19 負担金補助及び交付金

び交付金 　　○保健・医療対策の推進 200者高額介護 保険給付費

19 200負担金補助及 ・住民課 2001001003 一般被保険 200 200

　　　　　　退職被保険者等高額療養費 1,0001,000

1,000養費 等交付金 　　　　19 負担金補助及び交付金

び交付金 　　○保健・医療対策の推進 1,000者等高額療 保険給付費

19 1,000負担金補助及 ・住民課 1,00001,0002 退職被保険 1,000 1,000

　　　　　　一般被保険者高額療養費 260,438260,438

260,438費 等交付金 　　　　19 負担金補助及び交付金

260,438者高額療養 保険給付費 び交付金 　　○保健・医療対策の推進

260,43819 260,438負担金補助及 ・住民課

1,925,581千円

261,738千円

△11,176271,6141 一般被保険 260,438 260,438

　２項　高額療養費

　２款　保険給付費

1,837,3241,645,434計 △191,890 4,2171,641,217 00

　　　　　　レセプト電算処理システム委託料 67

　　　　　　審査支払事務委託料 4,150

　　　　13 委託料 4,217

4,217数料 　　○保健・医療対策の推進

・住民課 4,2175 審査支払手 4,217 4,2178293,388 13 4,217委託料

500

等交付金

　　　　　　退職被保険者等療養費 500保険給付費

 千円  千円 千円 千円  千円  千円

前年度予算額

地方債

比　　　較
区　　分

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額

 千円 千円  千円

特　　　　定　　　　財　　　　源

　２款　保険給付費

　１項　療養諸費 1,645,434千円

1,925,581千円

目 本年度予算額

節本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金
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　　○保健・医療対策の推進 9数料

13 9委託料 ・住民課 92 審査支払手 9 909

　　　　　　出産育児一時金 16,800

　　　　19 負担金補助及び交付金 16,800

び交付金 　　○保健・医療対策の推進 16,800時金

19 16,800負担金補助及 ・住民課 16,800016,8001 出産育児一 16,800 16,800

　４項　出産育児諸費

　２款　保険給付費 1,925,581千円

16,809千円

00100100計 0 0100

　　　　　　退職被保険者等移送費 5050

　　　　19 負担金補助及び交付金 50等交付金

び交付金 　　○保健・医療対策の推進 50者等移送費 保険給付費

19 50負担金補助及 ・住民課 502 退職被保険 50 50050

　　　　　　一般被保険者移送費 5050

　　　　19 負担金補助及び交付金 50等交付金

50者移送費 保険給付費 び交付金 　　○保健・医療対策の推進

5019 50負担金補助及 ・住民課

1,925,581千円

100千円

0501 一般被保険 50 50

　３項　移送費

　２款　保険給付費

272,814261,738計 △11,076 0261,738 00

100費 100 　　　　　　退職被保険者等高額介護合算療養費

100護合算療養 等交付金 　　　　19 負担金補助及び交付金

び交付金 　　○保健・医療対策の推進 100者等高額介 保険給付費

19 100負担金補助及 ・住民課 10001004 退職被保険 100 100

千円 千円  千円

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額

 千円 千円  千円 千円  千円

261,738千円

1,925,581千円

目 本年度予算額

 千円

前年度予算額

地方債

比　　　較
区　　分

節本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

　２款　保険給付費

　２項　高額療養費
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549,161553,407計 4,246 517,59235,815 00

　　　　　　退職被保険者等医療給付費分 100

100付費分 　　　　19 負担金補助及び交付金

び交付金 　　○保健・医療対策の推進 100者等医療給

19 100負担金補助及 ・住民課 100△5706702 退職被保険 100 100

　　　　　　一般被保険者医療給付費分 553,30735,815

553,307費分 等交付金 　　　　19 負担金補助及び交付金

553,307者医療給付 保険給付費 び交付金 　　○保健・医療対策の推進

553,30719 553,307負担金補助及 ・住民課

764,521千円

553,407千円

4,816548,4911 一般被保険 553,307 517,49235,815

　１項　医療給付費分

　３款　国民健康保険事業費納付金

1,5001,500計 0 1,5000 00

　　　　　　葬祭費 1,500

　　　　19 負担金補助及び交付金 1,500

　　○保健・医療対策の推進 1,500び交付金

1,50019 1,500負担金補助及 ・住民課

1,925,581千円

1,500千円

01,5001 葬祭費 1,500 1,500

　５項　葬祭諸費

　２款　保険給付費

16,80916,809計 0 16,8090 00

　　　　　　出産育児一時金事務取扱委託料 9

　　　　13 委託料 9

千円 千円  千円

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額

 千円 千円  千円 千円  千円

16,809千円

1,925,581千円

目 本年度予算額

 千円

前年度予算額

地方債

比　　　較
区　　分

節本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

　２款　保険給付費

　４項　出産育児諸費
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0011計 0 10

　　　　　　退職者医療事業拠出金 1

　　　　19 負担金補助及び交付金 1

び交付金 　　○保健・医療対策の推進 1出金

19 1負担金補助及 ・住民課 1011 共同事業拠 1 1

　１項　共同事業拠出金

　４款　共同事業拠出金 1千円

1千円

0048,49054,203計 5,713 50,9803,223

　　　　　　介護納付金分 54,2033,223

　　　　19 負担金補助及び交付金 54,203等交付金

54,203分 保険給付費 び交付金 　　○保健・医療対策の推進

54,20319 54,203負担金補助及 ・住民課

764,521千円

54,203千円

5,71348,4901 介護納付金 54,203 50,9803,223

　３項　介護納付金分

　３款　国民健康保険事業費納付金

141,851156,911計 15,060 147,6629,249 00

50等分 　　　　　　退職被保険者等後期高齢者支援金等分

50齢者支援金 　　　　19 負担金補助及び交付金

び交付金 　　○保健・医療対策の推進 50者等後期高

19 50負担金補助及 ・住民課 50△1401902 退職被保険 50 50

156,861分 9,249 　　　　　　一般被保険者後期高齢者支援金等分

156,861者支援金等 等交付金 　　　　19 負担金補助及び交付金

び交付金 　　○保健・医療対策の推進 156,861者後期高齢 保険給付費

19 156,861負担金補助及 ・住民課 156,86115,200141,6611 一般被保険 156,861 147,6129,249

千円 千円  千円

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額

 千円 千円  千円 千円  千円

156,911千円

764,521千円

目 本年度予算額

 千円

前年度予算額

地方債

比　　　較
区　　分

節本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

　３款　国民健康保険事業費納付金

　２項　後期高齢者支援金等分
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　　　　　　受診勧奨委託料 4,606

　　　　　　特定健診等データ管理システム委託料 326

　　　　　　特定保健指導委託料 2,310

　　　　　　健診結果説明会委託料 1,617

　　　　　　二次検診委託料 579

　　　　　　特定健診委託料 14,718

　　　　　　設備保守委託料 29

び交付金 　　　　13 委託料 24,185

19 406負担金補助及 　　　　　　修繕料 124

　　　　　　印刷製本費 430
借料

　　　　　　消耗品費 247

　　　　11 需用費 801
14 66使用料及び賃

13 24,185委託料 　　　　　　記念品 836,530

　　　　08 報償費 83等交付金

　　○保健・医療対策の推進 25,541
11 801需用費

査等事業費 保険給付費

8 83報償費 ・住民課 25,54198224,5591 特定健康診 25,541 19,0116,530

　２項　特定健康診査等事業費

　６款　保健事業費 26,909千円

25,541千円

002,3371,368計 △969 1,3680

　　　　　　システム利用負担金 13

　　　　19 負担金補助及び交付金 13

　　　　　　後発医薬品普及促進支援処理委託料 166

　　　　　　生活習慣病分析業務委託料 1,040

　　　　　　医療費通知事務委託料 149
び交付金

　　　　13 委託料 1,355
19 13負担金補助及

及費 　　○保健・医療対策の推進 1,368

・住民課 1,3681,368 13 1,355委託料△9692,3371 保健衛生普 1,368

 千円  千円 千円 千円  千円  千円

前年度予算額

地方債

比　　　較
区　　分

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額

 千円 千円  千円

　６款　保健事業費

　１項　保健事業費 1,368千円

26,909千円

目 本年度予算額

節本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源
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び割引料 　　○保健・医療対策の推進 1者償還金

23 1償還金利子及 ・住民課 1013 一般被保険 1 1

100還付加算金 　　　　　　退職被保険者等保険税還付金及び還付加算金

100還付金及び 　　　　23 償還金利子及び割引料

び割引料 　　○保健・医療対策の推進 100者等保険税

23 100償還金利子及 ・住民課 10001002 退職被保険 100 100

1,500付加算金 　　　　　　一般被保険者保険税還付金及び還付加算金

1,500付金及び還 　　　　23 償還金利子及び割引料

1,500者保険税還 び割引料 　　○保健・医療対策の推進

1,50023 1,500償還金利子及 ・住民課

1,602千円

1,602千円

01,5001 一般被保険 1,500 1,500

　１項　償還金及び還付加算金

　８款　諸支出金

11計 0 10 00

　　　　　　一時借入金利子 1

　　　　23 償還金利子及び割引料 1

　　○保健・医療対策の推進 1び割引料

123 1償還金利子及 ・住民課

1千円

1千円

011 利子 1 1

　１項　公債費

　７款　公債費

24,55925,541計 982 19,0116,530 00

　　　　　　各種負担金 406

　　　　19 負担金補助及び交付金 406

　　　　　　システム使用料 66

　　　　14 使用料及び賃借料 66

 千円  千円 千円 千円  千円  千円

前年度予算額

地方債

比　　　較
区　　分

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額

 千円 千円  千円

特　　　　定　　　　財　　　　源

　６款　保健事業費

　２項　特定健康診査等事業費 25,541千円

26,909千円

目 本年度予算額

節本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金
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0 0010,00010,000計 0 10,000

010,0001 予備費 10,000 10,000

　１項　予備費

１０款　予備費 10,000千円

10,000千円

0011計 0 10

　　　　　　前年度繰上充用金 1

　　　　22 補償補填及び賠償金 1

賠償金 　　○保健・医療対策の推進 1充用金

22 1補償補填及び ・住民課 1011 前年度繰上 1 1

　１項　前年度繰上充用金

　９款　前年度繰上充用金 1千円

1千円

001,6021,602計 0 1,6020

　　　　　　退職被保険者等償還金 1

　　　　23 償還金利子及び割引料 1

び割引料 　　○保健・医療対策の推進 1者等償還金

23 1償還金利子及 ・住民課 1014 退職被保険 1 1

　　　　　　一般被保険者償還金 1

　　　　23 償還金利子及び割引料 1

千円 千円  千円

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額

 千円 千円  千円 千円  千円

1,602千円

1,602千円

目 本年度予算額

 千円

前年度予算額

地方債

比　　　較
区　　分

節本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

　８款　諸支出金

　１項　償還金及び還付加算金
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１　総　括 （単位：千円）

報　酬 給　料 職員手当 計

4 0 13,521 8,776 22,297 4,845 27,142

4 0 12,668 7,973 20,641 4,336 24,977

0 0 853 803 1,656 509 2,165

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
時間外
勤務手当

318 858 276 195 898

318 780 0 315 1,267

0 78 276  120  369

管理職手当 期末勤勉手当 特殊勤務手当

455 5,776 0

0 5,293 0

455 483 0

２　給料及び職員手当の増減額の明細 （単位：千円）

備　　考

36

294

523

83

720

給　　与　　費　　明　　細　　書

職
員
手
当
の
内
訳

比　較

前年度

備　考

本年度

区　　　分

（単位：千円）

給与費

前　年　度

本　年　度

（単位：千円）

共済費 合　計
職員数
（人）

区分

比　　　較

職員手当
人事異動等による

人事異動等による

給　　料

その他の増減分
803

制度改正に伴う増減分

本　年　度

前　年　度

区　　分 増　減　事　由　別　内　訳

職
員
手
当
の
内
訳

説　　　明

区　　　分

その他の増減分

昇給に伴う増加分

給与改定に伴う増減分

増減額

比　　　較

853
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円 円

円 円

歳 歳

円 円

円 円

歳 歳

（２）初任給 （単位：円）

級

６　級 （－） （－） （－） （－）

５　級 1 （－） 25.0 （－） （－） （－）

４　級 1 （－） 25.0 （－） （－） （－）

３　級 （－） （－） （－） （－）

２　級 2 （－） 50.0 （－） （－） （－）

１　級 （－） （－） （－） （－）

通号級 （－） （－） （－） （－）

計 4 （－） 100.0 （－） （－） （－）

級

６　級 （－） （－） （－） （－）

５　級 （－） （－） （－） （－）

４　級 1 （－） 25.0 （－） （－） （－）

３　級 1 （－） 25.0 （－） （－） （－）

２　級 1 （－） 25.0 （－） （－） （－）

１　級 1 （－） 25.0 （－） （－） （－）

通号級 （－） （－） （－） （－）

計 4 （－） 100.0 （－） （－） （－）

平成31年
4月1日
現在

※（　）内は短時間勤務職員にかかるもの。

一般行政職 技能・労務職

職員数（人） 構成比（%） 職員数（人） 構成比（%）
区分

（３）級別職員数
一般行政職 技能・労務職

構成比（%）職員数（人）
区分

構成比（%）

技能・労務職

－

－

技能・労務職

182,200

150,600
一般行政職

36

263,917

319,750

35

182,200

154,900

一般行政職

－

－

平均年齢

平均給料月額

区　　　分 技能・労務職一般行政職

281,688

344,188

区分

職員数（人）

３　給料及び職員手当の状況

（１）職員1人当り給与

平成31年4月1日現在

令和2年4月1日現在

平均年齢

平均給与月額

平均給料月額

平均給与月額

令和2年
4月1日
現在

－

－

－

－

－

－

国　　　の　　　制　　　度

大学卒

高校卒
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区分

６号級（人）

８号級（人）

比率（B）/（A）　（％）

比率（B）/（A）　（％）

区　　　　　　分

職員数（A）（人）

昇給に係る職員数（B）（人）

２号級（人）

４号級（人）

１級

主事の職務

区　　　　　　分

職員数（A）（人）

昇給に係る職員数（B）（人）

２号級（人）

高度の知識又は
経験を必要とす
る業務を行う主
事の職務

６級

課長、園長、館
長又は議会事務
局長の職務

一
般
行
政
職

前

年

度

号
級
数
別
内
訳

本

年

度

号
級
数
別
内
訳

（級別の標準的な職務内容）

主査の職務参事補佐、係長
又は主任主査の
職務

３級４級５級 ２級

４号級（人）

６号級（人）

８号級（人）

100.0100.0

44

技能・労務職一般行政職合　　　計

44

44

合　　　計 一般行政職 技能・労務職

4 4

4 4

（４）昇給

参事、課長補
佐、副館長又は
次長の職務

4 4

100.0 100.0
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６月 １２月 ３月 支給率計

（－） （－） （－） （－）

2.250 2.250 4.50

（－） （－） （－） （－）

2.225 2.225 4.45

（1.175） （1.175） （－） （2.35）

2.250 2.250 4.50

区　　分
20年勤続
（月分）

25年勤続
（月分）

35年勤続
（月分）

最高限度
（月分）

支給率等 24.587 33.271 47.709 47.709

国の制度
（支給率等）

24.587 33.271 47.709 47.709

国の制度

支給対象職員数

定年前早期退職特例
措置（2～20%）

（８）特殊勤務手当

３％

４人

６％

備考

（５）期末手当・勤勉手当

区　　分
支給期別支給率（月分）

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備　考

定年前早期退職特例
措置（2～20%）

国の制度

本年度

前年度

有

有

有

※（　）内は再任用職員にかかるもの。

（６）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

その他の加算措置等

支給率

支給対象地域

（７）地域手当

６級地

職

％

％

全　　職　　種区　　　　　　　分

代表的な特殊勤務手当の名称

支給対象職員の比率
（令和2年4月1日現在）

給料総額に対する比率

同

同

同

国の制度との異同

（９）その他の手当

通　勤　手　当

差異の内容

住　居　手　当

扶　養　手　当

区　　　分
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期 間 金 額 期 間 金 額 国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

（令和元年度設定分）
2,640

債務負担行為で翌年度以降にわたる
又は支出額の見込み及び当該年度

ものについての前年度末の支出額
以降の支出予定額等に関する調書

前 年 度 末 ま で の
支 出 （ 見 込 ） 額

レセプト点検委託料 2,640 令和2年度 2,640

左 の 財 源 内 訳
事 項 限 度 額

当 該 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額 特 定 財 源

一 般 財 源
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